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本稿は、科学研究費補助金による研究「ジェンダーに関する法曹再研修プログラムの開発・
実施・制度化に化する研究：欧米アジア比較」（基盤研究（B）課題番号19330027）1）の研究計画































































HDI：Human Development Index, 人間開発指数
GDI：Gender Development Index, ジェンダー開発指数



































育制度について、弁護士については特に中心的な役割を担っているLaw Society of NSWを中心
































































“2007 Profile of the Solicitors of NSW”6）である。
女性の法学部進学者が増加するのは女性の権利運動がたかまって以来のことである。法学部
を卒業後、すべての学生が実務に就くわけではなく、たとえばニューサウスウェールズ大学
（州立、University of New South Wales, UNSW）の場合、卒業生の40％は実務以外の職に就く。
NSWローソサエティの上記資料によると、開業資格をもつソリシター（2007年10月時点で
21255人）のうち、女性は43 .7％（9281人）、男性は56 .3％（11974人）である。全登録者のうち、
実務に就いているのが71 . 2％（男女比は61 . 1％対38 . 9％）、検察官を含む公務員が11 . 3％（男
女比は40 .2％対59 .8％）、企業内法務が17 .2％（男女比は47 .0％対53 .0％）である。大規模法律
事務所（21名以上の共同経営者、パートナー）で働くソリシターは30 . 6％、中小規模事務所



















は47 . 3％（9281人／21255人）となっており、人数にして7302人増加している。2007年 2 月に

























10）2007年 2 月、京都女子大学共同研究助成による聞き取り調査による。協力者は主としてReg Graycar 教授、
Jenny Morgan 教授他、 4名のシドニー大学法学部の女性フェミニスト法学教員である。



























Leon Wolff, Associate Professor, University of New South Wales, Law School
2 月28日（木）10：30～12：00









Una Doyle, NSW College of Law Director, NSW Solicitor
16：30～18：00
Reg Graycar, NSW Barrister, Professor, University of Sydney Faculty of Law（当時）
2009年　第二回調査　主として裁判官の継続教育について
2月25日（水）16：00～17：00
Christine Forster, Associate Professor, University of New South Wales
Vedna Jivan, Associate Professor, University of Technology of Sydney, Solicitor of Women’s




Ruth Windeler, Education Director（教務部長）, Judicial Commission of NSW
聞き取り協力者には事前に質問表を送付し、調査当日は質問表への回答だけでなく、追加
的・補足的質問および協力者の個人履歴についていくつかの質問を行った。また、法学部教育













































































14）図表 3－ 1、 3－ 2 、カレッジオブロー　継続教育責任者 Doyle 氏作成提供。
15）前掲 6）、p. 25。



































































17）http://www.judcom.nsw.gov.au （2009. 8. 31確認）
18）Judicial Commission of New South Wales（2008）“From Controversy to Credibility: 20 years of the Judicial


































21）連邦レベルではキャンベラのNational Judicial College of Australia（最新）がすべての裁判官対象の教育
機関であり、JCはプログラムを提供している。Judicial College of Victoria（ヴィクトリア州）は州裁判官




















次に研修であるが、NSWの 5 つの裁判所でそれぞれ年一度コンファレンス（ 1 － 2 日）を
実施している。内容は各裁判所の裁判官と企画するため、裁判官が必要と考える内容を盛り込




































































































































7． 2． 1 裁判におけるジェンダー、ジェンダー不平等、ジェンダーバイアス
オーストラリアにおけるジェンダーに関する法曹継続教育序論142
7 ． 2 ． 2 裁判手続にかかわるジェンダーバイアス、ジェンダーバイアスの認知の可能性のある事例集
7． 3．実務上の配慮
7． 3． 1 話しかけ方
7． 3． 2 言葉遣いと用語集
＊審理事案と関係があるのでなければ、女性の物理的外見について発言しない。―例えば、「きれいな若い女
性」ではなく、「若い女性」と言いましょう。女性の容姿への不適切な言及は、公正な事実認定の否定とし















7． 3． 3 裁判事案とかかわる行動へのジェンダーの影響
7． 3． 3． 1 ジェンダーへの配慮
7． 3． 3． 2 ドメスティック・ヴァイオレンスと性暴力事案
7． 3． 3． 3 暴力へ寄与する長期的または反復的虐待と「殴打症候群」（“Battered woman syndrome”）
7． 3． 4 手続のタイミング、休憩、休廷
7． 3． 5 陪審への説示―考慮すべき要点
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